
 平成23年度当初予算　予算要求シート
-

今年度要求のポイント

平成21年度決算額

082

事 業 費

健康福祉局　　障害福祉課局・課名／　　

2,500
関連事業

整理番号 11

事 業 名 居住サポート事業

居住サポート業務委託料等

など

平成24年度の健康福祉プラザ開設や、
それに合わせた相談支援体制の再編
（各区に基幹相談支援センター配置等）
の中で、事業再編。

【今後（～24年度】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

合計

2,500

・先進地への視察

・協力不動産業者の確保

・不動産業者団体等への事業周知の
ための説明会の開催

・協力不動産業者への事業活用に関
する調査

(単位　千円)

・不動産業者や家主等に対する普及
啓発のためのツール作り

2,500

平成22年度予算額 平成23年度要求額

2,500

2,500

2,500

全体事業費

2,500

内容・積算等

事業期間 　H19～

項目

不動産業者に対する事業周知の効果で、協力不動産業者も増加している。再編に
向けた検討を実施しつつ、事業周知等は継続して実施する必要があるため、前年
度と同額の金額を要求額とした。

22年度予算

主な要求内容 （単位：千円）

23年度要求額

　　　　　　　　　　堺市障害者（児）相談支援事業

　　　　　　　　　　地域活動支援センターⅠ型運営及び相談支援事業

賃貸住宅（公営住宅を含む。）への入居を希望する障害者であって、
障害を有していること等に起因して入居が困難な状態にあるものに対
し入居に必要な支援等を行う。
また、様々な普及啓発や周知活動を通して、不動産業者等の障害者福
祉に対する理解を促進する。

事業目的

H19.4月～
実施要綱を制定し事業を開始

事業の継続実施。
また、事業再編に向けた検討実施。

【経過（～22年度】 【23年度】

事業内容
 
①不動産業者に対する賃貸住宅のあっせん依頼
②賃貸借契約の締結に必要な支援
③入居にあたっての関係機関との連絡・調整等、必要な支援
④入居後の生活上の課題に応じた関係機関との調整
⑤定期的な相談・指導等
⑥緊急に対応が必要になった場合の相談支援、関係機関との連絡・調
整
⑦不動産業者への協力依頼、理解促進
⑧研修会及び交流会等の実施


